
改正建築基準法講習会

（入門編）

日時：令和６年９月１８日（水）１３：３0～

場所：エースパック未来中心

※オンライン併用開催

次第

挨拶

１ 制度改正を中心とした基準法の説明 P5～

２ 採光計算や壁量計算等の解説（入門） P50～

３ 確認申請図書の作成方法等 P77～

４ 習熟度確認考査 別紙



本日の説明のテキスト
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■ダイジェスト版マニュアル 詳しいことは詳細版マニュアルを参照

スライド内に「詳
細版 ○P」とあ
る場合はこちら
を参照ください

資料のページの引用についてはスライド右上に表示ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-

詳細
P-

本日の説明のテキスト
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■国土交通省作成 建築基準法・建築物省エネ法 改正法制度説明資料

国資料
P-

資料のページの引用につい
てはスライド右上に表示

【アンケート・質問フォーム】改正建築基準法講習会



１ 制度改正を中心とした基準法の説明
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【参考】建築基準法の概要①
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■法の目的

・建築物に関する基本法として「建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基
準を定めて、国民の生命、健康及び財産の保護を図り、もって公共の福祉の増進に資
する。」（建築基準法第１条）事を目的とします。

■建築基準法の構成・位置付け

・「法律」として「建築基準法」で主に制限
の基本的事項を、「政令」として「建築基
準法施行令」で制限の具体的内容（技
術的基準等）を、「省令」として「建築基
準法施行規則」で手続的事項を規定。

・「条例」、「規則」として特定行政庁によ
り名称は異なるが、「○○県建築基準
法施行条例」、 「○○県建築基準法施
行細則」が制定。地方公共団体の規則
は、一般に「細則」という名称。

・詳細な技術的基準等について告示、運
用や解釈については、通達、法令等の
解釈上の疑義について各行政庁が照
会し国土交通省が回答した行政実例
（例規）がある。

法律
（建築基準法）

憲 法

政令
（建築基準法施行令）

条例
（建築基準法施行条例）

省令
（建築基準法施行規則）

細則
（建築基準法施行細則）

告示、技術的助言、通知 告示、通知、取扱い



【参考】建築基準法の概要②
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■建築基準法の位置付け

・建築基準法は“最低の基準” を定めており、計画の段階、特定工事の中間段階、工事
完了の時点、使用している状態と、各段階で適法であることが定められており、公的
にチェックされます。このうち、計画段階の審査が建築確認と呼ばれています。

・今回の改正は建築物省エネ法の改正と関連したものです。

建築物省エネ法

建 築 基 準 法

【参考】 用語の定義①
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■建築とは

・建築基準法第２条第１項第１３号「建築 建築物を新築し、増築し、改築し、又は移転す
ることをいう。」と定義されています。

さら地に建築物を新規に造ること。すでに敷地の中に建築物があり、そこへ棟
別として新規に造るときも新築となります（敷地単位では増築）。この時、材料
の新旧は問いません。

すでに建っている建築物の床面積を増やすことをいいます。横に継ぎ足す場合
や、階数を増やして上へ乗せる場合もあります。さらに、外観が変わらなくても、
例えば、平屋建ての中に新たに床面積が増える場所を造れば、増築です。

新築

増築



【参考】 用語の定義②
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建築物の全部もしくは一部を除却し、引き続き除却前と用途、規模、構造の著しく
異ならない建物を建てることをいいます。以前とほぼ同じような建築物を造る場
合に限り改築といいます。一般的にイメージされるリフォームとは意味が異なりま
す。

同一の敷地内において、今ある建築物を解体することなく位置を変更することを
いいます。(いわゆる「ひき家」)

主要構造部の一種以上を、過半（1/2 超）にわたる修
繕（経年劣化部分を、既存と同じ概ね同じ位置に概ね
同じ材料、形状、寸法のものを用いて原状回復を図る
こと）

主要構造部の一種以上を、過半（1/2 超）にわたる模
様替え（建築物の構造・規模・機能の同一性を損なわな
い範囲で改造すること（一般的に性能の向上を図るこ
と。））

改築

移転

大規模な

修繕

大規模な

模様替

【参考】 用語の定義②
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■建築物とは

・建築基準法第２条第１項第１号「建築物 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱
若しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、これに附属する門若しく
は塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興
行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関す
る施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類する施設を除
く。）をいい、建築設備を含むものとする。」と定義。
・「土地に定着する工作物」であることが前提で、ここでいう「土地」には陸地のほか、

建築的利用が可能な水面、海底なども含まれます、また、「定着」についても、土地に緊
結された状態のみならず、そのものの使用上において、経常的（動かさない）に定着さ
れた状態も含みます。（基礎の有無のみでは判断しない）
鉄道の客車や貨車、バス、船舶、コンテナなども、随時かつ任意に移動せずレストラン

のような形態で使用する場合は「建築物」に該当します。

【参考】次のようなものは建築物として取り扱いません。
・イベント等で使用するテント、仮設トイレ
・土地に自立し設置しているが、内部に人が立ち入らず外部

から荷だしができる小規模倉庫
・農産園芸の施設で屋根をビニール等で葺き、それが容易に

取付け又は取り外しができるもの

建築物は、屋根があることが要件となり、
「屋根＋柱」「屋根＋壁」「屋根＋壁＋柱」
のいずれでも建築物になります

壁柱

屋根



改正法等の施行時期

木造建築物に関する改正項目
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改正法の概要
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国資料
P-03



改正法の概要
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国資料
P-04

建築基準法改正の見直しのポイント
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ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-01



建築基準法改正の概要
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ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-0３

建築基準法改正の概要
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ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-0３



建築基準法改正の概要
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※仕様基準
材料の仕様等について法にあらかじめ定めらた
基準で、法で定める基準を計算によらずに確認す
ることができるもの

ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-0４

建築基準法改正の概要
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※国土交通省の調査によると、令和２年度時点において、小規模住宅の約９割が省エネ基準に適
合しているものと推計されています。

ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-04



軽微な変更（仕様規定に係る変更について）
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ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-29

完了検査

20

ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-30



建築基準法（建築確認が必要となる建築物）

第１号

第２号

第３号

第４号

劇場、病院、学校、百貨店等の特殊
建築物で、床面積が200㎡を超え
るもの

３以上の階を有するもの又は
延べ面積が500㎡、高さが13ｍ若
しくは軒高9ｍを超えるもの

２以上の階を有し、又は延べ面積が
200㎡を超えるもの

前３号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

木造

非木造

構造
問わず

構造
問わず

現行 改正後

同左（改正なし）

構造
問わず

２以上の階を有し、又は延べ面積
が200㎡を超えるもの

前２号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

構造
問わず

 建築確認審査の対象となる建築物は建築基準法第６条第１項に規定されて
いるが、法改正により、令和７年４月１日から以下のとおり区分が変更。

※都市計画区域外においては、第１号～第３号が建築確認の対象 ※都市計画区域外においては、第１、2号が建築確認の対象
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新２号

新３号

審査期間７日

審査期間３５日

審査期間３５日審査期間３５日

審査期間３５日

審査期間３５日

審査期間７日

建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）
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※増築、改築、移転に係る床面積が１０㎡以内の場合、建築確認は不要
※新築の場合は0㎡以上から確認申請は必要

都市計画区域外

国資料
P-10



建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）
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※防火、準防火地域以外の増築、改築、移転に係る床面積が１０㎡以内の場合、建築確認は不要
※新築の場合は0㎡以上から確認申請は必要

都市計画区域内・知事が指定する要確認区域内

国資料
P-11

建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

・鳥取県の都市計画区域図は、下図のとおりで、この範囲外（要確認地域を除く。）では、
階数２以下かつ延べ面積500㎡以下の木造建築物は、これまで、建築確認の対象外と
なっていたが、令和７年４月１日以降着工予定のものは建築確認申請が必要になる。

○凡例

都市計画区域

〇知事が指定する要確認区域
鳥取市（用瀬、別府）、若桜町（三倉、屋堂羅、赤松、来見野、諸鹿、不香田、長砂、
湯原、淵見、茗荷谷、つく米、大炊、岸野、糸白見、根安）、江府町（江尾地区）、日野
町（根雨、三谷の地区）

鳥取県都市計画区域図
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※県内には18の都市計画区域
がある。

※大山町、南部町、伯耆町、日
南町、江府町は都市計画区
域を定めていない。


